
令和６年３月２９日 

浜松市財務部調達課 

現場代理人及び技術者等の適正配置について 

工事現場においては、建設業法（以下「法」という。）第26条により主任（監理）技術者の配

置が必要となります。また、浜松市では建設工事請負契約約款により現場代理人の配置も必要と

しています。 

建設業の許可要件として法第7条第2号、法第15条第2号等において、建設業者は営業所ごと、ま

た、許可を受けようとする建設業ごとに専任の技術者を置かなければならないこととされていま

す。 

以下の内容はこれら現場代理人、技術者等に関する主な留意事項をまとめたものです。 

1．現場代理人について                                 

（1）現場代理人の資格要件  

特別な資格は要しませんが、受注者と雇用関係のある者を想定しております。 

（2）現場代理人の常駐  

現場代理人は、工事現場に常駐することを建設工事請負契約約款にて規定しています。「常

駐」とは現場施工の稼働中、特別の理由がある場合を除き常に工事現場に滞在していることを

意味するものであり、施工上必要とされる労務管理、工程管理、安全管理等を行い、発注者又

は監督員との連絡に支障をきたさないようにしなければなりません。 

（3）現場代理人の常駐義務の緩和  

建設工事請負契約約款では「現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、そ

の運営及び取締りを行わなければならない。ただし、運営及び取締りに支障がないと発注者が

認めるときは、工事現場に常駐しないことができる。」となっており、工事現場における運営、

取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合に

は、工事現場における常駐を要しないとすることができます。詳細については「現場代理人の

常駐義務の緩和について（令和6年3月29日付）」をご参照ください。 

2．主任（監理）技術者について 

（1）主任（監理）技術者の専任について  

  法第26条第3項により、公共性のある施設若しくは工作物に関する重要な建設工事に設置する

主任（監理）技術者は、特別な場合を除き原則として工事現場ごとに専任で配置しなければな

りません。 

  なお、専任を要しない工事の主任技術者であれば他の工事との兼務も可能ですが、契約変更

により請負金額が4,000万円（建築一式工事においては、8,000万円）以上となる工事との兼務

については行わないよう留意する必要があります。 



（※公共性のある施設若しくは工作物に関する重要な建設工事とは、工事１件の請負金額が 

4,000万円以上、建築一式工事においては8,000万円以上の工事） 

（2）特例監理技術者、監理技術者補佐について  

  法第26条第3項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「特例監理技術者」という。）

及び監理技術者を補佐する者（以下、「監理技術者補佐」という。）を配置する場合、同時に2

件の工事まで特例監理技術者の兼務を認めるものとします。詳細については「特例監理技術者

等の配置について（令和4年3月23日付）」をご参照ください。 

（3）専任の主任（監理）技術者の兼務について  

①2以上の工事を同一の主任技術者が兼務できる場合 

建設業法施行令第27条第2項においては、密接な関係のある2以上の建設工事を同一の建設

業者が同一の場所または近接した場所において施工する場合は、同一の専任の主任技術者が

これらの工事を管理することができるとされており、以下の適用要件に該当する場合に兼務

を認めることとします。ただし、この場合において同時に管理することができる工事は、専

任が必要な工事を含む場合は2件までとします。また、この規定は専任の監理技術者について

は適用されません。 

【適用要件】 

工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に

調整を要する工事で、かつ、工事現場の相互の間隔が10km程度の近接した場所において同一の

建設業者が施工する場合。 

＜施工にあたり相互に調整を要する工事の例＞ 

・2つの現場の資材を一括で調達し、相互に工程調整を要するもの 

・相当の部分の工事を同一の下請け業者で施工し、相互に工程調整を要するもの 

②2以上の工事を同一の主任（監理）技術者が兼務できる場合 

公共性のある工作物等に関する重要な工事で、以下2つの適用要件をともに満たす場合、全

ての発注者から同一工事として取り扱うことについて書面による承諾を得た上でこれら複数

の工事を同一の工事とみなして、同一の主任技術者または監理技術者が当該複数工事全体を

管理することができます。（各工事の発注者は同一または別々のいずれでも可） 

【適用要件】 

 ・契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であること 

 ・それぞれの工事の対象が同一の建築物又は連続する工作物であること 

この場合、その全てを下請として請け負う場合を除き、これら複数工事に係る下請金額の合計

が4,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）以上となる場合は特定建設業の許可が必要であ

り、工事現場には主任技術者に代えて監理技術者を設置しなければなりません。 

また、これら複数工事に係る請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式の場合は8,000万円）

以上となる場合は、専任となります。 



※専任の主任（監理）技術者の兼務を希望する場合は、制限付一般競争入札（総合評価落札方

式を含む）については一般競争入札参加資格確認申請書提出締切日まで、指名競争入札及び

随意契約については入札執行日の前日までに入札担当課まで事前にご連絡ください。 

（4）主任（監理）技術者等の資格要件  

ア 次の入札・契約方法ごとの基準日において、3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係が

あること。 

  （ア）制限付一般競争入札 … 一般競争入札参加資格確認申請書提出日 

  （イ）指名競争入札    … 入札執行日 

  （ウ）随意契約      … 見積書提出日 

イ 工事を施工するために必要な技術者資格を有すること。 

（ア）主任技術者の場合：法第7条2号による 

（イ）監理技術者の場合：法第15条2号による 

ウ 上記イとは別に定める要件等があれば、その要件を満たす者であること。 

3．営業所の専任技術者の取扱いについて 

（1）営業所の専任技術者とは  

法第7条第2号において建設業の許可要件として、建設業者は営業所ごとに、また許可を受け

ようとする建設業ごとに専任の技術者を置かなければならないこととされています。「専任」

とはその営業所に常勤し、専らその職務に従事することを意味します。なお、1人で複数業種の

営業所の専任技術者を兼任することは可能です。 

（2）主任（監理）技術者との兼務について  

主任（監理）技術者が専任を要する場合を除き、次の要件を満たす場合に営業所の専任技術

者との兼務が可能です。 

ア 当該営業所において請負契約が締結された工事であること。 

イ 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と

営業所が近接し、当該営業所との間で常時連絡をとれる体制にあること。 

ウ 所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

4．主任（監理）技術者の変更について 

主任（監理）技術者の変更については、適正な施工確保を阻害する恐れがあることから、慎重

かつ必要最小限とする必要があるとされています。一般的な交代の条件としては、主任（監理）

技術者の死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等の場合や、受注者の責によらない契約事項の

変更に伴う場合、工場から現地へ工事の現場が移行する場合や工事工程上技術者の交代が合理的

な場合などが考えられます。ただし、入札の公平性の観点から、総合評価落札方式による入札を

行った工事については、原則として入札参加資格確認申請時に提出した配置予定技術者と同等以

上の資格を有し、かつ加算点の合計が同等以上となる技術者との交代であることとします。 

なお、交代の時期は工程上一定の区切りと認められる時点とするほか、交代前後における主任

（監理）技術者の技術力が同等以上に確保されるとともに、工事の規模、難易度等に応じ一定期



間重複して工事現場に設置するなどの措置をとることにより、工事の継続性、品質確保等に支障

がでないように留意してください。 

いずれの場合であっても、主任（監理）技術者の途中交代を行うことができる条件については、

書面等の方法により発注者と受注者の間で合意がなされた場合とします。 

5．現場代理人及び主任（監理）技術者等の確認資料 

（1）直接的かつ恒常的な雇用関係を証するもの  

現場代理人及び主任（監理）技術者について、所属する会社と直接かつ恒常的な雇用関係を

証するため、次のいずれかの書類の写しを工事着手届と併せて提出し監督員の確認を受けてく

ださい。 

ア 監理技術者資格者証（表・裏）の写し ※所属業者が記載されていること。 

イ 健康保険被保険者証の写し 

ウ 住民税特別徴収税額通知書 等 

（2）配置技術者の資格を証明するもの  

次のいずれかの資料を提出してください。 

ア 監理技術者 

監理技術者資格者証（表・裏）の写し 

イ 主任技術者、監理技術者補佐 

（ⅰ）資格証明書等の写し（国家資格を有する技術者） 

（ⅱ）実務経験が分かる経歴書 

6．その他                                        

現場代理人の兼務を行う場合には、兼務する工事の全ての担当課に書面により兼務の報告をす

るとともに、監督員の確認を受けてください。 

また、工事実施に際し、工期遅延、作業事故、苦情等が発生し、原因が施工体制の不備と市が

判断した場合には、市は緩和措置を取り消すとともに、受注者は別の技術者等を速やかに配置す

ることとします。各種書類への虚偽記載や、前述の留意事項に違反した場合は、入札参加停止等

の措置を行うことがあります。 


